（様式７）

	障がい者の雇用状況に関する報告書


	区　　　　　　　　　　　　　　分
	合　　計
	備　　考

	①除外率
	％
	

	②短時間労働者以外の常用雇用労働者数
	人
	

	③短時間労働者数
	人
	

	④常用雇用労働者の総数（②＋③×0.5）
	人
	

	⑤法定雇用障がい者数の算定基礎となる労働者の数
（④－④×①）
	人
	

	⑥身体障がい者、知的障がい者及び精神障がい者の数

	
	短時間労働者以外の常用雇用労働者

	
	
	(イ)重度身体障がい者、重度知的障がい者の数
	人
	

	
	
	(ロ)重度以外の身体障がい者、重度以外の知的障がい者及び精神障がい者の数
	人
	

	
	短時間労働者

	
	
	(ハ)重度身体障がい者、重度知的障がい者の数
	人
	

	
	
	(ニ)重度以外の身体障がい者、重度以外の知的障がい者及び精神障がい者の数
	人
	

	⑦合計((イ)×2＋(ロ)＋(ハ)＋(ニ)×0.5)
	人
	

	⑧雇用率（⑦/⑤×100）
	％
	


地方独立行政法人大阪市民病院機構　理事長　様

上記のとおり相違ありません。

平成　　年　　月　　日

商号又は名称
代　表　者　
(又は受任者)

の氏名　　　　　　　　　
　　使用印　
（記入上の注意）

１　①欄は業種により適用される除外率が異なります。事業の内容が障害者の雇用の促進等に関する法律施行規則別表第4の除外率設定業種欄に掲げる業種に該当する場合のみ、その除外率を記入してください。
２　短時間労働者とは、週20時間以上30時間未満の労働者です。

３　⑤欄には、④欄の数に①欄の除外率を乗じて得た数(その数に１人未満の端数があるときは、その端数を切り捨てた数)を④欄の数から減じた数を記載してください。

４　入札参加申請締切日現在の人員を記入してください。

５　⑧欄には、小数点第３位以下は切り捨てを行い、小数点第２位までの数値を記入してください。
６　障害者の雇用の促進等に関する法律第43条に基づく法定雇用障がい者数にかかわらず、本件では上記の⑧雇用率が法定雇用率（2.2％）を超えている場合に加点されます。
（添付書類）

・　障害者雇用状況報告書（法様式第6号）　　　又は　　障害者雇用調整金支給申請書（附則様式第201号）
